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人事行政の運営等の状況

石川県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例(平成17年石川県条例第8号)第6条の規定により、石川県の

人事行政の運営等の状況について次のとおり公表する。

令和 2年9月30日

石川県知事 谷 本 正 憲

第 1 人事行政の運営の状況

知事部局、教育委員会、警察本部などの各任命権者からの報告に基づき令和元年度の人事行政の運営の状況を公

表 します。一部、令和 2年 4月 1日現在の状況を公表します。

1 職員数及び職員の任免に関する状況

木県では、より簡素で効率的・機動的な執行体制の構築を図る観点、から定員管理に取り組んできたところであり、

平成15年度から平成27年度までの問、様々な取組を行ってきた結果、累計約700人を削減し、知事部局職員数を約

半世紀前(昭和38年)の水準以下にまでスリム化を図りました。

より質の高い県民本位の行政サービスの提供に向けて、今後とも、 「行政経営プログラム2020J(令和 2年 3月策

定)に基づき、業務のあり方を不断に見直すことにより、組織や事務事業のスクラップ・アンド・ビルドを徹底し、

適正な定員管理を行し、ます。

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
(各年4月 1日現在)

訂「三三
月最 員 数 対前年

主な増減理由
令和 2年 平成31年 増減数

総務・企画等 824人 820人 4 人 国民文化祭開催準備室の設置等

般車
保健・福 祉 682 699 企 17 献血運動推進全国大会の終了、事務の民問委託等

商工・労働 323 324 ...1 石川県アンテナショップのリニューアル工事の完了等

農 水 ・土木 1，434 1，450 ... 16 金沢港機能強化整備の完了、欠員不補充等

計 3，263 3，293 企 30

特政 教育部門 9，037 9，078 企 41 学級数の減等

別部 警察部門 2， 331 2， 338 企 7 欠員不補充

行門 計 11， 368 11，416 企 48

公等賞量金削吾門
病院 1， 160 1， 152 8 欠員補充等

その他 85 86 ...1 欠員不補充等

ノl、計 1，245 1，238 7 

l口L 言十
15，876 15，947 企 71

[16，741J [16，759J [企 18J

(注)1 職員数は、一般職に属する職員数です。

2 [ J内は、条例定数の合計です。
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(2) 年齢別職員構成の状況(令和 2年4月 1日現在)
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20歳未満 20歳~ 24歳~ 28歳~ 32歳 ~ 36歳~ 40歳~ 44歳~ 48歳~ 52歳~ 56歳59歳~ 60歳以上

23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳
区分 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

職員数 48 682 1， 718 1， 748 1，635 1， 537 1， 331 1，311 1， 333 1， 758 2，174 601 15，876 

% % % % % % % % % % % % % 
構成比 O. 3 4. 3 10.8 11. 0 10. 3 9. 7 8.4 8.2 8.4 11. 1 13. 7 3.8 100.0 

(3) 職員数の推移
(単位 人)

部¥門局w---年-------度¥ 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和 2年 過去 5年間の増減数(ネ)

高支 :(丁- 政 3， 170 3， 183 3，254 3， 304 3，293 3， 263 93 2.9%) 

教 コ円k 9，114 9，061 8，973 8，889 9，078 9， 037 企 77 (企 0.8%)

警 察 2， 304 2， 316 2， 336 2， 333 2， 338 2，331 27 1. 2%) 

普通会 計 計 14，588 14，560 14，563 14，526 14，709 14，631 43 0.3%) 

公営企業等会計計 1， 183 1， 192 1，219 1， 234 1，238 1， 245 62 5.2%) 土，~公U i口〉、 言ロt 15，771 15，752 15， 782 15，760 15，947 15，876 105 0.7%) 

(注) 各年における定員管理調査において報告 した部門別職員数です。

(4)職員の任免の状況

令和元年度における職員の任免の状況は、次の とお りです。

一一一一一一 知事部局等 教育委員会 警察本部

昇 イ壬 484 
件

207 
件

166 
件

直己 置 換 963 1， 357 890 

採 用 224 680 103 

退 職 281 431 97 

言十 1，952 2，675 1，256 

(注) 「知事部局等」には、知事部局、議会事務局、監査委員事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局及び

海区漁業調整委員会事務局を含みます(以下同じ。)。

2 職員の人事評価の状況

地方公務員法 (昭和25年法律第261号)第23条の 2第 1項の規定に基づき、能力の実証に基づいた人事管理体制

を確立 し、公務の能率的な運営を図るため、職員の人事評価を行っています。
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また、職員の能力や勤務実績等を総合的に評価することを通じて配置換えや昇任等を行い、適材適所の人事配置

を図っています。

3 職員の給与の状況

地方公務員法(昭和25年法律第261号)では、職員の給与を決める際には、次の原則によることとされています。

Oその職務と責任に応じたものとすること

0生計費を考慮すること

0国や他の都道府県の職員とのつり合いがとれていること

0民間企業に勤める人の給与とのつり合い、その他の事情を考慮すること

具体的には、県内民間企業の給与の実態や生計費などの調査に基づく人事委員会勧告を踏まえ、県議会の審議を

経て条例で定めています。

(1) 人件費の状況(普通会計決算見込)

千円 | 千円

743，240 I 131，776，301 

(参考)
平成30年度の人件費率
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(2) 職員給与費の状況(普通会計決算見込)

職員数 京合 与 費
区分

A nez口b‘ 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B

令元年和度
人 千円 千円 千円 千円

14，709 59，289，979 10，571，613 23，939，634 93，801，226 

(参考) 一人 (参考)
当たり給与費 平成30年度の都道府県

B/A 平均一人当たり給与費
千円 千円

6， 377 7， 182 

(注)1 職員手当には退職手当を含んでいません。

2 職員数は、平成31年 4月 1日現在の人数です。

3 給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいませ

ん。

(3) ラスパイレス指数の状況
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(注)1 ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同ーの基準で比較するため、国の職員

数(構成)を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表(一)適用職員の俸給月

額を100として計算した指数です。

2 ()書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数と

は、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給

率を用いて補正したラスパイレス指数です(補正前のラスパイレス指数x(1 +当該団体の地域手当支給率)

/ (1 +国の指定基準に基づく地域手当支給率)により算出)。
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(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

一般職の給与については、給与制度の総合的見直しを次のとおり実施(平成27年 4月 1日から実施)

-行政職については給料表の水準を平均 2%引き下げるとともに、40歳台や50歳台前半層の昇給機会の確保の

観点から 5級及び6級について 8号給の増設

・行政職給料表以外の給料表(医療職給料表(一)を除く 。)についても、所要の改定

-再任用職員の給料月額については、再任用職員以外の職員の給料月額の改定に準じた改定

・経過措置(現給保障)平成27年 4月 1日~平成30年 3月31日

-地域手当は、県内の支給地域である金沢市及び内灘町について、級地区分は 6級地から 7級地としたが、支

給割合は変更なし。

-給料等の1.5%の減額支給措置の廃止(平成30年 3月31日)

・管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、固と同様に見直しを実施

(5) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(令和 2年 4月 1日現在)

ア 一般行政職

区分 平均年齢

石川県 42. 1歳

平均給料月額

320，423円

平均給与月額

403，884円

平均給与月額(国比較ベース)

354， 351円

イ 技能労務職

区 分 平均年齢 職員数

石 ) 11 県 55. 5 
歳

168 
人

うち用務員 59. 2 8 

うち自動車運転手 54.9 72 

つ ち 守 衛 57.3 2 

うち 学校給食員 54.8 6 

ウ 高等(特別支援 ・専修・各種)学校教育職

区 分 平均年齢

石 川 県 45. 1歳

エ 小・中学校(幼稚園)教育職

区 分

石 川県

オ警察職

区分

石川県

平均年齢

42. 1歳

平均年齢 平均給料月額

37.4歳 309，954円

平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

(国比較ベース)

301， 789 円

287，675 

306，897 

345， 150 

296，650 

平均給料月額

372，986円

平均給料月額

349，900円

平均給与月額

416，280円

332， 707 円
314，042 円

304，030 293，076 

343，815 320，935 

411，474 369，925 

315， 757 307，857 

平均給与月額

411，495円

平均給与月額

381， 758円

平均給与月額(国比較ベース)

339，478円

(注)1 I平均給料月額j とは、令和 2年4月 1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

2 I平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当等の

全ての諸手当の額を合計したものです。

また、 「平均給与月額(国比較ベース)Jは、 比較のため、国家公務員と同じベース(=時間外勤務手当等

を除いたもの)で算出しています。
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(6) 職員の初任給の状況 (令和 2年 4月 1日現在)

区 分 石 } 11 県 国

般行政職
大学卒 182，600 

両校卒

円

151，000 

182，200 円

150，600 

技能労務職
高校卒

中学卒

148，300 

132，600 

高等学校教育職
大学 卒

両校卒

204，500 

160，400 

小・ 中学校教育職
大 学 卒

高 校 卒

204，500 

160，400 

警 察
大 学 卒

職
高 校 卒

209，100 

173，800 

208，600 

173，400 

(7) 職員の経験年数別・ 学歴別平均給料月額の状況 (令和 2年 4月 1日現在)

区 分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大学卒 270，223円 363， 344円 385，713円 400， 365円

高校卒 222，921 307，942 353，275 375，245 

技能労務職
高校卒 (該当者なし) (該当者なし) 293，633 319，717 

中学卒 (該当者なし) (該当者なし) (該当者なし) (該当者なし)

高等 学 校 大学卒 320，292 400，095 427，097 433， 938 

教育 職 高校卒 一 (該当者なし) 一 (該当者なし) 一 (該当者なし) 一 (該当者なし)

小・ 中学校 大学卒 315，839 391，038 411，269 423， 117 

教育 職 高校卒 一 (該当者なし) 一 (該当者なし) 一 (該当者なし) 一 (該当者なし)

警察 職
大学卒 276，175 390，028 411，567 420， 009 

高校卒 253，888 351，575 366，900 411，482 

(8) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況 (令和 2年 4月 1日現在)

職務
基準 と な る職 務 職員数 構成比

1号給の 最両号給の
の級 給料月額 給料 月 額

9級 本庁の部長又は局長 23人 0.64 % 459，500円 528，800円

8級 困難な業務を行う本庁の部次長又は局次長 4 0.11 409， 100 469， 700 

7級
本庁の部次長又は局次長、本庁の困難な業務を行う

64 1. 78 363，800 446， 000 
課長

6級 本庁の課長又は担当課長 210 5.85 320，000 411， 200 

5級 課参事、課長補佐、困難な業務を行う主幹 966 26. 92 290，400 393， 900 

4級 主幹、困難な業務を行う専門員又は主査 672 18. 72 264，800 381，900 

3級 専門員又は主査、主任主事又は主任技師 823 22. 93 232，100 350，800 

2級 主事・技師 484 13.49 196，000 304， 900 

1級 主事 ・技師 343 9. 56 146，500 248， 200 

(注)1 石川県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

2 基準となる職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
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5年前の構成比

(9) 固との給料表カーブ比較表(行政職(一)) (令和 2年4月 1日現在)

(百円)
6.000 ~ 国10級

/ 
/ 

5，000 

国9級
石川県9級

ーー一 石川県(R2) 

ー園田 国家公務員(R2)

4，000 

級円。
級
県

3
ー

国
石

級

級

に
U

A

吐

f
県

級

県

級

5
一川

4
川

6
閉
、
石
田
石

級
県

n
O
H
H
r
 

国
石

R
N円

4
背
什

『

i

級
県

ヴ

i
l
'

級
国
石

口
白

級
県

D
O
川
け

国
石

五合

汁
片
l

中
京
A
!

3，000 
国2級宕刊贋2~蚕

月

額

2，000 

1，000 

。
昇 給



令和 2年 9月 30日(水曜日) 石川 県公 報 号 外

(1ω 昇給への人事評価の活用状況

平成31年 4月 2日から令和 2年
管 理 職員 一 般職員

4月 1日までにおける運用

イ 人事評価を活用している 。 。
活用している昇給区分 昇給可能な区分 昇給実績がある区分 昇給可能な区分 昇給実績がある区分

上位、標準、下位の区分 。 。 。 。
上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ(一律)

一一一一~一 ---------ロ 人事評価を活用していない

活用予定時期

(11) 職員の手当の状況

ア期末手当・勤勉手当

石 J 11 県 国

1人当たり平均支給額(令和元年度) 1， 675千円

(令和元年度支給割合) (令和元年度支給割合)

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60 月分 1. 90 月分 2. 60 月分 1. 90 月分

(1. 45)月分 (0.90)月分 (1. 45)月分 (0. 90)月分

(加算措置の状況) (加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

-役職加算 5~20% -役職加算 5~20% 
-管理職加算 15~25% -管理職加算 1O~25% 

(注) ()内は、再任用職員に係る支給割合です。

O勤勉手当への人事評価の活用状況(一般行政職)

令和元年度中における運用 管理職員 一 般職 員

イ 人事評価を活用している 。 。
活用している成績率

支給可能な 支給実績が 支給可能な 支給実績が
成績率 ある成績率 成績率 ある成績率

上位、標準、下位の成績率 。 。 。 。
上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ(一律)

--------- ---------ロ 人事評価を活用していない

活用予定時期

イ 退職手当 (令和 2年 4月 1日現在)

石 J 11 県 国

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 19.6695月分 24. 586875月分 勤続20年 19.6695月分 24. 586875月分

勤続25年 28. 0395月分 33. 27075月分 勤続25年 28. 0395月分 33.27075月分

勤続35年 39. 7575月分 47.709月分 勤続35年 39. 7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

1人当たり平均支給額 6，905千円 22， 149千円

(注) 退職手当の 1人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。
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ウ 地域手当 (令和 2年 4月 1日現在)

支給実績 (令和元年度決算見込) 1， 079， 266千円

支給職員 1人当たり平均支給年額 (令和元年度決算見込) 129，455 円

支給対象 地 域 支給率 支給対象職員数 国の制度 (支給率)

東京都特別 区 20 
% 

33 
人

20 
% 

大 阪 市 16 6 16 

名 古 屋 市 15 。 15 

金 沢 市 3 7，933 3 

内 灘 町 3 205 3 

医 師 及び歯 科 医 師 16 168 16 

上 記以 外 の 市 町 。 7，481 。
平均支給率 1. 76 1. 76 

地域手当補正後ラスパイ レス指数 99. 7 

(ラスパイ レス指数) (99. 7) 

(注) I国の制度 (支給率)Jの欄の平均支給率は、企業会計等を除く普通会計から給与を支給されている一般職

の職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率です。

エ 特殊勤務手当 (令和 2年 4月 1日現在)

支給実績 (令和元年度決算見込) 700， 629千円

支給職員 1人当たり平均支給年額 (令和元年度決算見込) 122，445 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 (令和元年度見込) 30. 9 % 

手当の種類 (手当数) 41 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 (令決支和算給元実見年績度込) 
左記職員に対する

支 高合 単 価

県税の賦謀、徴収業 主として県税の賦課及び徴収 日額管 800円
県税事務手当

務に従事する職員 等
22，440千円 ( 理職手当受給円者) 

日額 220円

消防訓練業務手当
消防学校に勤務する 消防訓練業務 (実技訓練に限

241千円 日額 550円
職員 る。)

保健福祉センタ一、
月額時日9補，額8助00円等ここのろ社の会健福康祉ゼ主ン事タ一、 社会福祉業務の現業 (随 する職員

身体障害者福祉司等
300円)

社会福祉業務手当 9， 121千円 月額 9職，800円

児童相談所等に勤務
(医療 給料 表(三)

する児童福祉司及び 児童の一時保護業務
適用随月者時額日補額助4，す900円)保育士等
( る職員

300円

務家畜保健衛生所に勤
月額 20，000円

家当畜保健衛生業務手 する獣医師
家畜保健衛生業務 (管理職手当受給者

4，438千円 月額 12，000円)

家勤務畜保健衛生所等に 種雄牛 ・豚の精液採取等のた
する職員 め、種雄牛 ・豚を御する作業

日額 230円

感染症予防法に規定する感染

症患者等の救護理、看作護業等の作 日額 300円
業、付着物の処

HIV又はC型肝炎ウイルス

感染症患者等への注射 抜者歯
等の作業 (県営病院勤務 に

日額 230円

限る。)
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口蹄疫、豚ン熱ザ、高病原性鳥イ 日額 380円

感染症防疫等作業手 対象業務に従事する ンフルエ 、低病原性防鳥イ (口蹄疫まん延防止

当 職員
ンフルエンザのまん延 止の 101千円 のために行 う牛のと

ために行埋う却家畜のと殺、 死体毒 殺、豚熱まん延防止

作の焼業却、 、畜舎等の消 のために行 う豚のと
殺 日額 760円)

豚熱のまノ獲んシ延現シ場防の止等死のの体消たの毒め運作に搬行業、う野生イ 日額 290円
埋却、捕現

狂留引犬、取捕病り獲予処、分防岐法のこ等作う業に傷規犬定のす診る断抑、 日額 300円
(捕獲作業は800円)

保健境所セ、病院、保健
務環 ンタ一等に勤師 専ら臨床検査業務又は衛生検

月額 7，000円
する臨床検査技 査業務

又は衛生検査技師

衛生検査業務等手当 病院に務勤務 し、 臨床 1， 062千円
検査務業 又は衛生検 死体解剖の補助作業 H本 3，500円
査業 に従事する職
員

保健所に勤務する保
HIV抗体検査の採血業務 日額 230円

健師

老人病棟等看護業務
高松病院に勤務する 老人病棟又は重症心身障害生者 経過措度置と して令和

手当
職員

病棟において行う看護、 活 2年に限 り
(令和 2年 4月廃止) 指導等 月額 2， 500円

中央病院又は リハ ビ
リテーションセンター 月額摩7，000円

機能訓練業務手当
に勤務する理学療法

機能訓練業務
(あんマッサージ

士摩、作業療法士指、あ 指圧師
んマッサージ圧 月額 5，000円)
師等

病院、保健所放射等に勤
月額管 給料の 8/100

務師する診療 線技 ヱックス線その他射の放射線業を
( 理職手当受給者

及び診療エックス 人体に対して照する作
5/100) 

放射線業務手当 線技師等 214千円 (保健所等職員
日額 1，400円)

工業試験場に勤務す エックス線照射による試験研
日額 230円

る職員 究業務

本庁健康福祉部、病
院、保健所、リ ハ ビ

月額
診療業務手当 リテーションセンター 診療又は医学的判定事務 10，920千円

等に勤務する医師、
50， 000円 ~70 ， 000円

歯科医師

結核患者の診療看 護病原菌
看護師

結核患者等接触業務 病院、保健所等に勤
菌検接査等結核患者又は結核 45千円

日額 220円
手当 務する職員

に 触する業務
医師等

日額 180円

病院に勤務する看護 深時夜前)(午業務後10時後翌日午前 5/ 
深夜の勤務時間によ

夜間看護等業務手当
師等

り1回
2， 150円 ~7 ， 300円

分ベん業務手当 病院に勤務する医師 分べん業務 940千円 1回 10，000円

保健所等に勤務する 精神障害者の鑑定の立会い文
日額 300円

精務神手保当健福祉活動業
職員 は護送の業務

保健所に勤務する保
116千円

健師等
在宅精神病患者の訪問指導 日額 230円

農林総合研究センタ
毒物及び劇物取締法に規定す

有毒薬物等取扱作業 る毒物又は劇物を使用して行
手当

一、 県営病院等に勤
う化学的試験研究、病害虫防

1， 272千円 日額 230円
務する職員

除、 滅菌又は調剤の作業等
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月額給料の10/100

産業害者技術業専門校又は (管理職手当受給者
職業訓練業務手当 障 職務 能力開発 職業訓練業務及び随時補助 11， 102千円 4/100 

校に勤する職員 (随時日補額助する職員) 
230円

水産総合センタ一等 潜水深度により
潜水作業手当 に勤察務する職員又は 潜水作業 5千円 1時間

警職員 310円 ~1 ， 500円
漁業調締査指導船察、神、

漁締労若しくはその指導、漁業業漁労指導等作業手当 業取 船又は警警員 取 り又は海上警備等の作
782千円 日額 300円

備艇に乗船する職

土地の取得等に係る施現行地にお
ける交渉又は事補業償の によ

用地取得等交渉業務 用地取得の業務に従
り生ずる損失の に係る現

日額 1，000円
地における交渉(土地の取得 3， 059千円

手当 事する職員
等に係る交渉に該当するもの

(深夜 1，500円)

を除く 。)の業務で知事が定
めるもの

地上又は水上 5m以上の足場
の不安定な箇所、 40度以上の
急傾斜で高低差10m以上の箇

所測内等量での等ト特のン殊作ネ現ル業場掘、における調査、トンネルの坑

監り督作業に検関す
る調査、測量、 又は査

の作業取雪、崩工り若扱事現場において爆
発物を う作業、土砂の
崩落、 しくは落石の危
険が現存する箇所又は防護措
置をしでもなおそのおそれの

ある箇所における測量、道交調通路査のを、
監督又は検査の作業、
遮断することなく行う

土消木防部保、安農課林等水に産勤部務、
測持量補、調修査業、監督、検査又は

特殊現場作業手当
維 作、火薬類や高圧

2，888千円
日額

する職員
ガスの製造施設又は火薬庫の 200円 ~1 ， 080円
保ダ安ム検本査体、内立で入行検う査点等検の作作業業、、

ダ、ム湖の水面上で行う流木等

の除去作業又は堆雪積寒土砂等の
調査作業等積路 冷特別地
域における道交通の確保に
関する特別措置法において行
う除雪作業で、除雪車による
除雪作業及び午後 5時後翌日
午前 6時前における作業、暴
風雪、大雪警報発令下での排
雪等の作業、豪雨等異常な自
然す現象により重大な災害が発
生 るおそれのある公共土木

施設業における巡回監視、応急
作等

内水面増殖水魚作業(水中におい

特殊現場務作職業手当
水産総合センターに て行 う淡 の選別又は取揚

(技能労 員)
勤務する技能労務職 げ、採卵等の作業) (10月 1 32千円 日額 300円
員 日から 3月31日までの期間に

限る。)

港湾事務務所又は土木
船舶域に乗り込み行う管、港湾の港湾管理等業務手当 総合事 所に勤務す
区内の 管理又は 監の業務

61千円 日額 230円
る職員

航空業務手当
航空機に搭乗する職 操縦業務、捜索救難、災害発

5， 023千円
搭乗 1時間

員 生状況等の調査等 1 ， 900円 ~5 ， 100円
捜査等作業手当 警察職員 犯罪の予逮防若捕しくは捜査又は

被疑者の の作業
38，770千円 日額 560円
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犯罪現業場に臨場して

指紋、 手口若理罪化鑑し識学くは写真を利
の作

犯罪鑑識業務手当 警察職員 用し、又は 等の知識を 1， 740千円 日額 560円
利用する犯 作業 その他

日額 280円

交通捜査取締業務手
警察職員 道路上における交通事件事故業

15， 126千円
日額

当 の捜査、交通取締り等の作 250円 ~1 ， 260円
業務内容により

遭難救助等作業手当 警察職員 39千円 日額640円 ~1 ， 680円
者等の捜索救助等の作業

東京電力福島第一原子力発電 業務内容により

遭対(処難東す救日る本助た等人め震作の業災特等手例当に) 

所及び特定原子力事業所周辺 日額

警察職員
での作業 660円 ~40 ， 000円
遭算難救助等作業手当の一部加

業務内容により
日額840円 ~1 ， 680円

留置施設又は保守護業室等におけ
看守業務手当 警察職員 る収容者作の看業 務、被疑者 5，746千円 日額 270円

等の護送

人の死体の検視又は見分等の 1体

死体取扱作業手当 警察職員
作業

22， 238千円
1，600円又は3，200円

人の死体の解剖の補助又は立
会作業

1 i;js: 3，200円

無線警ら車による警
ら

警ら業務手当 警察職員 警ら又は巡回連絡等の作業 48，815千円 日額 420円
その他
日額 340円

察交職替制員勤務を行う警
深夜(午後10時後翌日午前 5 勤務在マ失刀 時間により

夜間特殊業務手当 業時務前)において行う警ら等の 75，880千円 勤 1回4 10円 ~1 ， 100円
処理 1件あたり

爆発物、特殊危険物質等に対
5，200円

爆発物等処理作業手
警察職員 して行う識別、認定作業、搬 47千円 被特殊害危険物質による

当 の危険区域内作
送解体作業等

業
日額 250円

核原料物質輸送警備
核原料物質を輸送する車両等

業務手当
警察職員 に追従し、 又は先導して行う 日額 640円

輸送警備業務

突発的に発生した捜査業務、
交通取締業務等時に従間事するた
め、正規時の勤務 急聞、に引き続

緊急呼出捜査等業務 警部以察下の警察官又 かない 問に、緊 の呼出し
は警官以外の警察 を受けて勤合務することを命時9ぜ時間 2，459千円 1回 1，240円

手当
職員 られた場で従事した

帯の一部又は全部が午後
後翌日午前5時前の聞である
とき

国外犯罪捜査情報収
犯罪捜査のため 日本国外の

警察職員 著しく危集険な地域において行 日額 1， 100円
集業務手当

う情報収業務

天皇若しくは皇族の身辺警衛
日額

身辺警衛等業務手当 警察職員 又は内閣総理大臣、国賓等の 153千円
身辺警護の業務

640円又は1，150円

銃器犯罪捜査等業務 防弾装備を着装し、武逮器捕を携 業務内容により

手当
警察職員 帯して行われる犯人 等の 日額

業務 820円 ~1 ， 640円
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小学校又は中学校の 2以上の

多学年学級担当手当 教育職員
学年の児童又は生徒当で編成さ
れている学級を担 し、当該
学級の授業又は指導に従事

特殊授業手当

全日制課程教は若夜育しくは昼間制の定時制課程の勤務務を本
務とする 職員が夜定時間制の定時制課程の務勤 を行
う場合又 間制の 制課程の勤務を本とする
教育職員が全日制課程若しくは昼間制の定時制課程
の勤務を行う場合

学常校保害の護管時理下において行う非
災 における児童又は生

徒の 又は主緊マ究刀 急の防災若し
くは復旧の業等

修学旅行等において児童又は

教育職給二料)表適(一)
生徒を引率して行う指導業務

又は( の用を で泊を伴うもの

教員特殊業務手当 受ける教育職員職の務う 対外運動競技等において児童
ち、その属する 又は生徒f自を引率して行う指導
の級が 3級、 2級又 業務で を伴うもの又は週休
は 1級である者 目、休日等に行うもの

学校の管理下において行う部
活動における務児童又は生徒に
対する指導業で、週休日、
休日等又は正規の勤務時聞が
4時間以内の日に行うもの

教育職員の絡うち整、教務その他の教育に関する業務に

教育業務連絡指導手
ついての連 調 及び指導助言教に当たる主が任定等で
その職務が困難で、あるとして 育委員会 める業

当 務に従事する職員及びこれらの職教員育との権会衡上必要
があると認められるものとして 委員が定める
職員

オ時間外勤務手当

支給実績(令和元年度決算見込)

職員 1人当たり平均支給年額(令和元年度決算見込)

支給実績(平成30年度決算)

職員 1人当たり平均支給年額(平成30年度決算)

カ その他の手当(令和 2年 4月 1日現在)

国の

手当名 内容及び支給単価 制度と 国の制度と異なる内容

の異同

0扶養親族のある職員支に対し
て下記の区分により 給
-配偶者 6，500円
-子 10，000円

扶養手当
-父母等料6表，500円
(行政職給 9級職員等に 同じ

ついては、配偶者、父母等支
給なし)
-満16度歳の年度始めから満22

歳の年末までの子
1人5，000円加算

1， 653千円

195千円

331，253千円

82，653i円

号 外

3以上の学年編成の
授業又は指導
日額 350円
2の学年編成の授業
又は指導
日額 290円

1時閉じ 000円

日額
7，500円又は8，000円

日額 5， 100円

日額 5， 100円

日額 2， 700円

日額 200円

2，237，987千円

393千円

2，269， 614千円

393千円

支給実績
支給職員
1人当たり

(ZZTS 平(令決均和算支元給見年年度込額) 

1，334，851千円 242，876円
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仁場人口ーー 家家家合昔家賃等が居月住額者22， 000円以下町 場0A口ーー 家家家借合家質等居住者
が月額23，000円以下の

賃賃 10，額000 円 賃賃 12，額000 円

住居手当
が月 22， 000円超の場

異なる
が月 23， 000円超の場

863，093千円 316，848円

(家賃 22/ ，O00円)
x 1/ 2 + 12，000円

(家賃 23/ ，O00円)
x 1/ 2 + 11，000円

(最高支給限度額 (最高支給限度額
28， 000円) 27， 000円)

0担交通機関を利用し運賃等を
負 している職員

0担交通機関を利用し運賃等を
負 している職員

ア 1箇月当たりの支給額 ア 1箇月 当たりの支給額

・運(最全賃高相額支支当給額給限が度60額，O6000，0円0以0円内) ・運(最全賃高相額支支当給額給限が度55額，O5050，0円0以0円内) 

-運賃相当額が60，000円超 -運賃相当額が55，000円超
60， 000円 55， 000円

イ 支給方法

支給単の位最期間に応 じ支給支単
位期間 初の月の給料給
日に一括して支給

通勤手当
(支給券単的位かを期間)

異なる 1， 292， 068千円 104，646円

-定期済 使用することが最
も経 つ合理的な場合

定期度券の最長通用期間 (6箇
月限 )に相当する期間

-回数乗車券済等を使用するこ
とが最も経箇 的かっ合理的な
場合 1 月間
0交通用具等を使用している 0交通用具等を使用している

職員距1離箇月に応じて支給 職員距1離箇月に応じて支給2 ， 200 円 ~51 ， 100円 2 ， 000 円 ~31 ， 600円
0管理又は監督の地位にある
職員について、その特殊性に
基づいて支給

管理職 -支給額

手 当
給料表の別に、職務の級及 同じ 955，243千円 670，346円

び区分に応じて、

2職5， 000 円 ~137， 700円
再任 用員16 ， 800 円 ~115， 900円

0専門知識を必要とし、かつ、
採用による欠員の補充が困難

な職員師に支給
(医 ・歯科医師)
採用後35年以内の期間、採

用から 1年支経過ごとにその額

を減支 じて 給
給額

初任給 勤務する地域、採用からの

調整手当
年数に応じて 異なる 獣医師を支給対象としている 65， 597千円 2，186，567円

月額

414師， 800円 ~17 ， 400円
(採獣医 ) 

用後15年以内の期間、採
用から 1年経過ごとにその額

を減支 じて支給
給額

採用からの年数に応じて
月額 30 ， 400円 ~5， 200円
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0離島その他の生活の著しく
不便な地に所在する公署に勤
務する職員に支給

特地勤務
-支給額
給料及び扶養手当の合計額

同じ 6，202千円 387，625円
手 当 に勤支務級給割す地合る4地域の級地に応じ

た を乗じて得た額
1級 %、 2級地 8%、

3級地12%、4級地16%、 5
級地20%、 6級地25%

0離島その他の生活の著しく
不便な地に所在する学校等に
勤務する教員及び職員に支給
-支給額

へき地 給料及び扶養手当の合計額
22， 772千円 392，621円

手 当

たに勤支準、務給ず2級す割る地地る合1域地を2

0

lc域乗4、%のじ3級て級地得1地級にた1応額地明ら8じ、

% 
4級地20%、 5級地25%

0休日における正規の勤務時

休日勤務
間内に勤務を命ぜられた職員時
の勤務した時間に対して、

同じ 457， 104千円 398，521円
手 当 間外勤務手当と同様の計算に

より支給
-割増率 135/100 

0深佼 (午後10時後翌日午前

夜間勤務
5時前)に正規の勤務時間と
して勤務をした時間について、

同じ 142，492千円 191，779円
手 当 時間外勤務手当と同様の計算

により支給
-害IJ増率 25/100 

0正規びの勤特務別休時暇間以外の時間、
休日及 日において、
本来の勤務に従事しないで行
う庁舎、設備、備品、書類等

宿日直 の保全、外部との連絡、文書
360，699千円 296，384円の収受及び庁内の監視等を目 同じ

手当 的とする宿日直勤務を命ぜら

れた職務施員に支給
-勤 設、用務内容及び勤
務時間に応じて1 回2 ， 200円 ~31 ， 500円
0毎年11月から翌年 3月まで
の各月の初日において寒冷地

寒冷 地 域等に在勤する職員に支給
同じ 1，251千円 69，500円

手当 -職員の世帯等の状況に応じ
て

月額7，360円 ~17 ， 800円
定時 制

。両等学校の定時制・通信制レ/~ に勤務する教育職員に支給
38，225千円 315，909円通信教育

-給(管料理月職額手の当6受~給7者%は 5%)手当

0実習を伴船 う農業、水産 工
業又は商 に係る産業教育に

産業教育 従事する高等学校の教員及び
49， 779千円 325，352円実習助料手月に支給

手当 -給 額の 6~7%
(定時制通信教育手当

受給者は 4%)

0農業、林業及び水産業の普

農林漁業
及指導事業に従事する職員

普及 (普行及政指職導給員料)表にの支職給務の級に 19，430千円 231，310円

指導手当
応じて

月(管額理16職，0手00当円受~給2者0， 000円
を除く。)
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義務教育
O小中学校、高務等学校及び育職特

レ~ 別支援務支学校に勤 する教
等教員 員に給 535，251千円 64，847円

特別手当 -職 の級及び号給に応じて月額2， 000~8， 000円
0公暑を異にする異動等によ
り住事居を移転し、やむを得な
い情により配偶者と別居す
ることとなった職員で、異動
等の前の住居から通勤す者るこ

単身赴任 とが単困難身と認められる の常う

手当
ち、 で生活す支ることを 同じ 79， 196千円 378，928円
況とする職員に給

-月額30，の距O住0離0居円(と交配通偶関(職員 者の住
居との 距離100~2 ， 500krn) に応じて月額8 ， 000円 ~70 ， 000円加算)

0管理職手当を支給されてい
る職員が、 (1)臨時又は緊急の
必要その他の公務の運営の必
要により、週休日又は祝日法
による休日若しくは年末年始

管理職員
の休日に勤務した場合、 (2)災

急害へのの対処その他週休臨時又は緊
特別勤務 必要により週 日等以外 同じ 22，924千円 16，087円

手 当 の日の午前 O時から午前l口L 5時
までの聞に勤務した場 に支
五合
-管時理職手当支給区分及び勤
務 務聞に応じて

勤 1回あたり3 ， 000 円 ~18， 000円
0災害応急対策若しくは災害

復旧又は復内興計画の作成等の

た離支滞め在
れ
給

、県 に派遣され、件居

災害派遣 を その地に滞在する職員
同じ

手当 期間及び滞在施設に応
じて
1日につき3 ， 970 円 ~6， 620円

0武力攻撃事態等における国
民の保護のための措置を実施

武力攻撃
するため、県内に派遣され、

住居を離支れその地に滞在する
災害等

職員滞在
に 給 同じ

派遣手当
期間及び滞在施設に応

じて
1日につき3 ， 970 円 ~6， 620円

新型
事
0
新態

型インフルエンザ等緊急

措置遣を実施するため、県
インフル 内に派 され、住居を離れそ

エンザ等 の地に滞在する職員在に支給
-滞在期間及び滞施設に応

同じ

緊急事態 じて

派遣手当
1日につき3 ， 970 円 ~6， 620円
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(12) 特別職の報酬等の状況(令和 2年 4月 1日現在)

区 分 小;'1>.口 料 月 額 等

車合 知 事 1， 300， 000円

キヰ 高IJ 知 事 1， 020， 000円

報
議 長 910， 000円

高Ij 議 長 860， 000円
酬

議 員 780， 000円

知 事
(令和元年度支給割合)期

高Ij 知 事
3. 40月分

末
議 長

手

当
高Ij 議 長 (令和元年度支給割合) 3. 40月分

議 員

職退手当

(算定方式) ( 1期の手当額) (支給時期)

知 事 130万円×在職月数X50/100 31，200，000円 任期毎

高IJ 知 事 102万円×在職月数X36/100 17，625，600円 任期毎

(注) 退職手当の 11期の手当額」は、 4月 1日現在の給料月額及び支給率に基づき、 1期 (4年二48月)勤めた

場合における退職手当の見込額です。

4 公営企業職員の状況

水道用水供給事業

(1)職員給与費の状況

決算 (見込)

総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める
区 分 職員給与費比率

A 実質 収 支

千円 千円

令和元年度 5，610，108 611 

(注)1 職員手当には退職給付費を含んでいません。

2 職員数は、令和 2年 3月31日現在の人数です。

B 

千円

451，890 

B/A  
% 

8.2 

一人当たり給与費

B/A 

千円

6，273 

(2) 職員の平均年齢、 基本給及び平均月 収額の状況 (令和 2年 4月 1日現在)

区

石 ) 11 

分

県

平均年齢

44. 7歳

(注) 平均月収額には、期末 ・勤勉手当等を含んでいます。

(3) 職員の手当の状況

ア 期末手当 ・勤勉手当

基本給

345，000円

(参考)
平占成30年度の総費費用に

める職員給与 比率
% 

8. 1 

(参考)
平成30年度の都道府県
平均一人当たり給与費

千円

6，931 

平均月 収 額

533，662円

石 川 県 | 一 般 行政 職 | 団 体 平 均

1人当たり平均支給額 (令和元年度)I 1人当たり平均支給額 (令和元年度)I 1人当たり平均支給額 (平成30年度)

1，529千円 1，609千円 1，677千円
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(令和元年度支給割合) (令和元年度支給割合)

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2. 60月分 1. 90月分 2.60月分 1. 90月分

(1. 45)月分 (0.90)月分 (1. 45)月分 (0.90)月分

(加算措置の状況) (加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加 職制上の段階、職務の級等による加

算措置 算措置

-役職加算 5~20% -役職加算 5~20% 
-管理職加算 15~25% -管理職加算 15~25% 

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当(令和 2年 4月 1日現在)

石 ) 11 県 一 般 行政 職 団体 平均

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 19.6695月分 24. 586875月分 勤続20年 19.6695月分 24. 586875月分

勤続25年 28. 0395月分 33. 27075月分 勤続25年 28. 0395月分 33. 27075月分

勤続35年 39. 7575月分 47.709月分 勤続35年 39. 7575月分 47.709月分 1人当たり平均支給額

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分 (平成30年度)

1人当たり平均支給額 17，034千円 l人当たり平均支給額 4， 158千円 21，832千円 62，451千円

(注) 退職手当の 1人当たり平均支給額は、退職者が少ないため過去 5年間の平均額です。

なお、一般行政職については、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ 地域手当(令和 2年 4月 1日現在)

支給実績(令和元年度決算見込) 3， 667千円

支給職員 1人当たり平均支給年額(令和元年度決算見込) 122， 230 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度(支給率)

金 沢 市 3 % 16 人 3 % 

内 灘 町 3 。 3 

上記 以外の市町 。 36 。
エ 特殊勤務手当 (令和 2年 4月 1日現在)

支給実績(令和元年度決算見込) 1， 218千円

支給職員 1人当たり平均支給年額(令和元年度決算見込) 32， 053 円

職員全体に占める手当支給職員の割合(令和元年度見込) 76. 0 % 

手当の種類 (手当数) 3 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 (令決支和算給元実見年績度込) 
左記職員に対する

支 給 単 イ面

地上又は水面上 5m以上の足場

水道用水供給事業
の不安定な箇所におけるダム、

特殊現場作業手当 の業務に従事する
橋りょう、水門等の作業、ダム

922千円 日額 200円 ~1 ， 080円
又は洪水時の取水ダ、ムにおける

企業職員
除じん作業、高圧活線作業業等の
特殊な現場における作

用地取得等
水道用水供給事業

現地において行う用地取得の交
交渉業務手当

の業務に従事する
渉業務

4千円 日額 1，000円
企業職員

正規の勤務時間による勤務が深

夜間水道業務手当
水道事務所に勤務 夜 (午後10時後翌日午前5時前)

292千円 1回 1，000円
する職員 において行われる水道業機務器の運

転、保守、監視等の
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オ時間外 勤務手当

支給実績(令和元年度決算見込) 15，680千円

職員 1人当たり平均支給年額(令和元年度決算見込) 341千円

支給実績(平成30年度決算) 15，203千円

職員 1人当た り平均支給年額 (平成30年度決算) 323千円

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ その他の手当(令和 2年 4月 1日現在)

一般行 支給実績
支給職員

政職の 一般行政職の制度 1人当たり
手当名 内容及び支給単価

制度と と異なる内容 GZTb 
平均支給年額

の異同 (令決和算元見年度込) 

0扶養親族のある職員支に対し
て下記の区分により 給
-配偶者 6，500円
-子 10，000円
-父母等 6，500円

扶養手当 (行政職給料表 9級職員等に 同じ 5，261千円 239，114円
ついては、配偶者、父母等支
給なし)
-満16歳度の年度始めから満22
歳の年末 ま での子

1人5，000円加算

0借家賃等居住者
場-家合 が月額22，000円以下の

家家賃賃 10，額000門

住居手当
が月 22， 000円超の場

同じ 3，808千円 292，923円i口〉、

(家賃-22/，O00円)
x 1/ 2 + 12，000円

(最高支給限度額
28， 000円)

。交担(最通し1高機箇て支月関い給をる当限利職た度用員り額のし6運支0， 賃等を
負
ア 給額

000円)
-運賃相当額が60，000円以内

全額文給
-運賃相当額が60，000円超

60， 000円
イ 支給方法

支給単の位最期間に応じ支給支単
位期間 初の 月 の 給 料 給
日に一括して支給

通勤手当
(支給券単的位かを期間

同じ 6， 314千円 121，421円

-定期済 使用することが最
も経 つ合理的な場合
定期度券の最長通用期間 (0箇
月限 )に相当する期間
-回数乗車券済等を使用するこ
とが最も経 的かっ合理的な
ふ場田ず之口さ、l 1箇月間
0交通用具等を使用している

職員距1離箇月に応 じて支給2 ， 200 円 ~44， 600円
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0管理又は監督の地の位特にある
職員Jコについて、そ 殊性に
基いて支給

管理職 I・支給料給額表の別に、職務の級及| 同じ | 
手 当び区分に応じて、

5，054千円| 721，957円

25， 000 円 ~137 ， 700円
再任用職員1 6 ， 800 円~ 11 5 ， 900円

0特殊な専門知識を必要とし、

初イ壬 について特別な事情があると|同じ
給|かつ 採用 山 欠吋 充

調整手当 認められる職に新たに採用さ
れる職員に対して支給

0生活の著しく不便な地に所
在する事業所に勤務する職員
に支給
-支給額

特地勤務 I 給勤支務料給及す割び扶養手当の合計額 | 同じ
手 当に る地域の級地に応じ

た 合を乗じて得た額
1級地4%、2級地 8%、

3級地12%、4級地16%、5
級地20%、 6級地25%

0深夜 (午後10時後翌日午前
5時前)に正規の勤務時間と

109，374円夜間勤務 Iして勤務をした時間についーて、| 同じ 984千円|
時間外勤務手当と同様の計算

手 当 により支給

-割増率 25/100 

0正規のび勤特務別休時暇間以外の時間、
休日及 日において、

0正規の勤務時間以外の時間 本来の勤務に従事しないで行
休日及び特別休暇日において、 ー庁舎、設備、備連品 書、類文等書
本来の勤務監に従視事しないで行 の保全、外部との絡

1，840千円 | 102，236円信日直 Iう機器等の 、管理を目的 異なる の収受及び庁内の監視等を目|
手 当 とする宿日直勤務を命ぜられ 的とする宿日直勤務を命ぜら

た職勤員務に支給 れた職員に支給
時間に応じて ・勤務施設、用務内容及び勤

1回2，525円 ~5， 050円 務時間に応じて

1回2，100円 ~30 ， 000円
0毎年11月から翌年3月まで
の各月在の初勤 日において寒冷地

寒冷 地 I域等に する職員状に支給 |同じ
手 当 ・職員の世帯等の況に応じ

て
月額7，360円 ~17 ， 800円

0公署を異にする異動等によ
り住居を移転し、やむを得な
い事情により配偶者と別居す
ることとなった職員で、異動
等の前の住居から通勤する こ

身赴任 Iとが困難身と認生められる者の常う
単 ち、 単で活す る ことを |同じ|
手 当況とする職員に支給

124千円 | 124，000円

-月額30，000居内(と交配通偶距者離のl (職員の住 住

居との0距krr離l) 00 ~2 ， 50 に応じて月額8 ， 000円 ~70 ， 000円加算)
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管理職員

0管理職手当を支給されてい
る職員が、(1)臨時又は緊急の
必要その他の公務の運営の必
要により 、週休 日又は祝日法
による休日若しくは年末年始
の休日に勤務した場合、 (2)災
害への対処その他臨時又は緊
急、の必要により週休 日等以外
の日の午前O時から午前5時

当 |
までの聞に勤務した場合に支
給
-管理職手当支給区分及び勤
務時間に応じて
勤務 1回あたり3 ， 000 円 ~18， 000円

同じ特別勤務

手

5 勤務時間その他の勤務条件の状況

(1) 勤務時間の状況

職員の勤務時間は、原則として次のとおりです。

なお、本庁及び一部の出先機関においては、通勤混雑の緩和等を図るため時差通勤を実施しています。

勤務時間

休 憩時間

(注) 公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要のある職員 (病院、各種施設、 学校、 警察本部

等)は、上記以外の勤務時間の割振りによります。

(2)休暇の取得状況

職員の主な休暇は、次のとおりです。

なお、職員の休暇は、石川県職員の勤務時問、休日及び休暇等に関する条例(昭和32年石川県条例第38号)及

び石川県職員及び石川県学校職員の勤務時間、 休 日及び休暇等に関する規則(昭和32年石川県人事委員会規則第

4号)により定められています。

区 分 期 間
令和元年(度)の取得状況

知事部局等 教育委員会 警察本部

年 次 休 H隈 1暦年につき20日
平均取得日数 平均取得日数 平均取得日数

9.8日 10.4日 9.9日

夏 季 休 H段 1暦年につき 5日以内
平均取得日数 平均取得日数 平均取得日数

4. 9日 4. 9日 4. 9日

ボランティア休暇 1暦年につき 5日以内 取得者 3人 取得者 5人

家族の看護休暇
原則、 1暦年につき 5日

取得者 取得者 1，561人 取得者
以内

557人 321人

育 ノl日し 時 間 1日2回各45分以内 取得者 68人 取得者 49人 取得者 6人

病 えヌ:(¥ 休 日隈 原則、90日以内 取得者 165人 取得者 545人 取得者 37人

介 護 休 日隈 6月以内 取得者 5人 取得者 10人

(注) 病気休暇及び介護休暇の取得者数は、令和元年度に休暇を開始した者の人数です。

6 休業に関する状況

職員の休業制度は、次のとおりです。

なお、職員の休業制度は、 地方公務員の育児休業等に関する法律(平成3年法律第110号)等の法律、条例及び

規則により定められています。
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(1) 育児休業等の取得状況

分 期
令和元年度の取得状況

区 間
知事部局等 教育委員会

育 ノl日し 休 業 子が 3歳に達する日まで 102 
人

音日 分 休 業
子が小学校就学の始期に

52 
達する 日まで

育児短時間勤務
子が小学校就学の始期に

20 
達する 日まで

(注) 育児休業等の取得者数は、令和元年度に休業等を開始した者の人数です。

(2) 修学部分休業等の取得状況

264 

28 

6 

人

区 分 期 間
令和元年度の取得状況

知事部局等 教育委員会

修学部分休業 2年以内
人

定年から 5年減じた年齢

高齢者部分休 業 に達した日の属する年度

の翌年度4月 1日以降

大学等課程の履修原則

自己啓発等休 業 2年以内 l 3 

国際貢献活動 3年以内

配偶者 同行休 業 3年以内 2 2 

(注) 修学部分休業等の取得者数は、令和元年度に休業を開始した者の人数です。

7 分限及び懲戒処分の状況

(1) 分限処分の状況

人

号 外 21

警察本部

18 
人

9 

警察本部
人

地方公務員法では、勤務成績が良くない場合、心身の故障により職務遂行に支障がある等の場合、職に必要な

適格性を欠く場合又は職制等の改廃等により過員等を生じた場合のいずれかに、職員が該当するときは、分限処

分と して、その意に反 して、職員を降任し、 又は免職する ことができる ことになっています。

また、心身の故障のため、長期休養をする場合又は刑事事件に関 し起訴された場合のいずれかに、職員が該当

するときも、分限処分と して、その意に反 して、職員を休職する ことができます。

令和元年度における分限処分の状況は、次のとおりです。

区 分 降 任 免 職 休 職 降 ;M口〉 言十

知 事部局等 1 
人 人

31 
人 人

32 
人

教育委員会 42 42 

警 察 本 音日 6 6 

言十 l 79 80 

(2) 懲戒処分の状況

地方公務員法では、職員が、法令に違反した場合、職務上の義務に違反した場合又は職務を怠った場合若しく

は全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合には、懲戒処分として戒告、減給、停職又は免職の処分

をする ことができる ことになっています。

令和元年度における懲戒処分の状況は、次のとおりです。

区 分 戒 左口と 減 給 停 職 免 職 言十

知 事部局等 人
1 

人
1 

人 人
2 

人

教育委員会 1 1 2 

警 察 本 部 4 4 

言十 l 5 1 l 8 
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8 服務の状況

(1) 職務に専念する義務の免除

職員には、その勤務時間中において、職務に専念する義務(地方公務員法第35条)がありますが、法律又は条

例に特別の定めがある場合は、その免除が認められています。

令和元年度における職務専念義務免除の状況は、次のとおりです。

職務専 念義務 免除理由

研修を受ける場合

(教育公務員特例法(昭和24年法律第 1号)第22条第2項に規定する場

合等)

厚生に関する計画の実施に参加する場合(健康管理事業等への参加)

公務災害補償に関する審査を申し立て、又はその審査に出頭する場合

職員団体の代表者として、当局と交渉を行う場合

勤務条件に関する措置を要求し、又はその審理に出頭する場合

国又は地方公共団体の公務員としての職若しくは、その他の団体の役員

としての職を兼ね、その職に属する事務を行う場合

県が設立に参画し、その運営に当たって必要な援助を与えることとされ

ている公社、団体等の職員を兼ね、その職に属する事務を行う場合

人事委員会が特に適当と認める場合(国民体育大会への参加等)

計

(注) 教育委員会の項の件数には、県費負担教職員の数は含まない。

(2) 営利企業等の従事に関する許可

令和元年度の免除件数

知事部局等 教育委員会 警察本部
件 件 件

219 

2，241 1，610 1， 129 

86 12 

5 

139 12 

8 52 1，353 

2，474 1，910 2，482 

職員は、地方公務員法第38条第 1項及び第2項の規定に基づき、その職員の占めている職位と当該業務との聞

に特別な利害関係又はその発生のおそれがなく、かっその業務に従事しでも職務の遂行に支障がないと認める場

合その他地方公務員法の精神に反しないと認められる場合に限り、任命権者の許可を得て、営利を目的とする私

企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員等の地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を

営み、又は報酬を得て他の事業若しくは事務に従事することができます。

なお、令和元年度の許可件数は、次のとおりです。

知事部局等

30 件

教育委 員 会

26 件

(注) 教育委員会の項の件数には、県費負担教職員の数は含まない。

9 退職管理の状況

警 察 本部

一 件

地方公務員法が一部改正(平成28年4月 1日施行)され、職員の退職管理に関する規定が設けられたことに伴い、

再就職状況の届出等について定めた条例を制定したほか、職員の退職管理の適正を確保し、職務の公正な執行及び

公務に対する県民の信頼を確保していくため、以下の取り組みを行っています。

(1) 地方公務員法における規制概要

再就職者が、離職前の職務に属する契約等事務(契約のほか、許認可等の行政手続法第 2条第 2号に規定され

る処分を含む。)について、職員に対して依頼等を行うことが禁止されています。

依頼等は、原則として離職前5年間の職務に属する契約等事務のうち再就職先等と関連があるものについて、

離職後 2年間禁止されており、違反した場合には、刑事罰等が科されます。

なお、離職前に部長の職にあった者は、部長に就任して以降の職務に属する契約等事務が規制の対象となって

います。

(2) 条例等における規制概要

地方公務員法による規制に加え、条例等により以下の規制を導入しています。

O離職前lこ課長以上で、あった元職員に対して、課長以上の職に就任して以降の職務に属する契約等事務のうち再

就職先等と関連があるものについて、離職後 2年間、依頼等を行うことを禁止
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O離職前に課長以上で、あった元職員で、あって、離職後 2年経過していない者(離職後に県に再度任用される者等

を除く。)に対して、再就職状況の届出を義務付け

0元職員から届出のあった内容については、取り まとめて、県のホームページにおいて公表

10 研修の状況

職員の資質及び能力の向上を図り、行政需要に的確に対応できる職員を養成し、もって効率的で県民に信頼され

る行政の推進に資することを目的に、次のとおり研修を実施しています。

令和元年度職員研修実施状況

(1) 知事部局等

区 分 内 訳(主なもの)

政策形成研修、中堅女性職員キャリア支援研修、若手女性職員キャリア形成支援研修、
能力開発研修

実践交渉力向上研修、図解表現力向上研修、説明力向上研修、仕事効率化研修

階層別研修
初任者研修、 2年目フォローアップ研修、 3年目企画立案研修、 5年目キャリアデザ

イン研修、新任係長研修、新任課長補佐研修、新任課長研修、再任用職員研修

ナレッジ研修
法制執務講座、公益法人会計講座、はじめての予算・決算実務講座、はじめての議会

用務実務講座

情報化研修 情報セキュリティ研修、 Word研修、 Excel研修、ホームページ担当者・責任者研修

派遣 研修 自治大学校派遣研修、専門技術派遣研修、海外派遣研修、民間企業等長期派遣研修

言十

(2) 教育委員会

区 分 内 訳(主なもの)

初任者共通研修(石川の学校教育、人権教育、安全教育、働き方改革、スト

初任者研修
レスマネジメント、宿泊研修、ふるさと教育)、学習指導、道徳教育、特別

活動、学級経営、キャ リア教育、生徒指導等、新規採用幼稚園教員等研修
基

(54講座)

本 3年目研修 生徒指導、学習指導、学校組織マネジメント、選択研修等 (10講座)

6年目研修
6年目共通研修(生徒指導)、人権教育、学年・学級経営、学習指導、学校

研 組織マネジメント、選択研修等(19講座)

中堅教諭等資質向
中堅共通研修(最新の教育事情、人権教育)、学習指導、道徳、生徒指導、

修 学校組織マネジメント、カリキュラムマネジメン ト、選択研修 等、中堅幼
上研修

稚園教諭等資質向上研修 (31講座)

21年目研修 養護教諭保健室経営

学校リーダー養成
小学校，中学校，県立学校(高等学校、特別支援学校) (3講座)

研修

教科指導リーダー 小学校(国語 ・社会・算数 ・理科・外国語)、中学校(国語・社会 ・理科・

養成研修(金沢大 外国語)、高等学校(国語・地歴公民・数学・理科・外国語)、特別支援学校

学連擁劃亙を含む。) (小学部・高等部) (4講座)

学力向上推進研修

(金沢大学連携講 学力向上スキルアップ研修、学力分析から見える指導の在り方 (3講座)

座を含む。)

管理職研修 校長研修、副校長研修、教頭研修、部主事研修、管理職選択研修 (10講座)

主任等研修
新任教務主任研修、生徒指導主事研修、進路指導主事研修、新任主任等研修、

1哉 新任保健主事研修 (5講座)

務 外国語教育指導者 (ALT)研修、外国語担当教員研修(小)、体育実技指

局リ 導者研修、特別支援教育担当者研修、教育相談担当者研修、健康 ・安全教育

受講者の
延べ人数

人

943 

1， 283 

183 

478 

33 

2， 920 

受講者の
延べ人数

人

2， 992 

819 

891 

1， 342 

2 

100 

86 

919 

521 

809 
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研 担当者研修 担当者研修、複式教育担当者研修、道徳教育推進教師研修 (小中特 ・高)、

修 キャリア教育担当者研修(小)、人権教育担当者研修(含位致被害者問題)、

プログラミング教育担当者研修(小)、 若手研修コーデ、ィネーター研修 (高

特) (24講座)

特見4修好IJ 
喫緊の課題研修 学び続ける教員、人権教育、ワークスタイル、コミュニケーション、次世代

(オンデ、マンド研 型教育、総合的な探究の時間、プログラミング教育担当者研修(小)、消費

1 修) 者教育、不登校の未然防止教育 (9講座)

派遣研修 産業教育等研修、企業等派遣研修、中央派遣研修 (3講座)

特別研修
長期継続研修 カウンセラー教員養成研修(半年・通年)

指導改善研修 指導改善のための 1年間の研修(1講座)

ステップアップ研2 
児童生徒理解と児童生徒指導、授業プランの作成 等 (1講座)

修

希証修望斤
教科等研修 教科等研修 1 (小中高特 45講座)、教科等研修n(小中高特 18講座)

教育課題研修 学習指導、 生徒指導、特別支援教育、 学校組織マネジメン ト 等 (30講座)

自主研修サポー ト 指導主事派遣サポート、金大連携サポート 等

言十

(3) 警察本部

区 分 内 訳

警察運営科、 警部任用科、研究科、課長補佐任用科、教官養成科、 専科、指
警 察 大 品寸zー. 校

定職種任用科、国際警察センタ一、法科学研修所等

#国立 区 中部管区 警部補任用科、巡査部長任用科、係長任用科、 主任任用科、専科

警察学 校 その 他 専科

石 川 県警察学校 初任科、初任補修科、 一般職員初任科、専科等

マネジメン ト研修 企業派遣研修

言十

11 職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 厚生制度の状況

外

2， 732 

2， 156 

124 

14 

2 

30 

1， 058 

874 

6， 353 

21，824 

受講者の
延べ人数

人

94 

102 

41 

536 

2 

775 

公務能率の向上を図るため、職員の健康管理等の厚生事業を実施しており、令和元年度の状況は、次のとおり

です。

分区 主な 項 対象 者等
実 施 状

目
知事部局等 教育委員会

健康管理事業

定期健康診断 ノゴヘ二 職 員 3，072 人 2， 144 人

特殊業務従事者健康診断 特殊業務従 事者 1，809 

各種生活習慣病健康診断 希 望 1哉 員 3，907 2， 578 

各 種 健康管 理 研修 指 定 耳殻 員 等 247 80 

そ
σコ 生涯生活設計セミナー 指 定 年 齢 1哉 員 85 97 
イ也

(注) 健康管理事業における教育委員会の項の職員数には、県費負担教職員の数は含まない。

(2) 共済組合制度の状況

況

警察本部

1，276 人

683 

367 

229 

社会保険制度の一環として相互救済による共済組合制度を実施しており、令和元年度の主な事業の状況は、次

のとおりです。

この財源は、職員 (組合員)の掛金と事業主である地方公共団体の負担金で賄われています。
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保健事業

主な項 対象 者
実 施 状 況

目
地方職員共済組合 公立学校共済組合 警察共済組合

人 間 ド 、ソ ク 希望職員 等 2， 338人 3， 787人 1， 081人

女件ーがん検 診 希望職員 94人 1， 287人 77人

保養所等利用 助 成 職員、 家族 26件

ア

給付事業

区
給 {寸 の 状 況

主な内容 地方職員共済組合 公立学校共済組合 警察共済組合
分

件 数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

保健給付

療 養の給 付 件 千円 件 千円 件 千円

高額療 養費 100，048 1， 082， 937 192，271 2， 118，316 58， 108 628，482 

出 産 費

休給 傷病 手当金

業付
1， 135 182， 596 2， 735 486，081 270 43， 124 

育児休業手当金

災給
災害見 舞金

害付

力P給付等付R 

出産費 附 加金

傷病手当金附加金
822 28，452 2，010 67，989 431 16，857 

一部負担金払 戻

家族 療養費

言十 102，005 1， 293， 985 197， 016 2，672，386 58，809 688，463 

イ

公務災害の認定状況

職員が公務遂行中及び通勤中に負傷したり、公務が原因となって発症した疾病など公務上の災害として認定し

た令和元年度の件数は、次のとおりです。

(3) 

部

27件

l件

本察警教育委 員 会

85件

5件

知事部 局等

17件

2件

¥
f

一認

一認

ノヌ一
一
室
ロ

一
室
口

区

務災

勤災

定

一定

公

通

第 2 人事委員会の業務の状況

人事委員会から報告された令和元年度の業務の状況について公表します。

1 職員の競争試験及び選考の状況

(1)職員採用候補者試験の状況

職員採用候補者試験の実施日程(平成31年 4月 1日から令和 2年 3月31日まで)ア

試験名 試験公告 受付期間
試験の実施期日及び場所 1次合格 最終合格

第 1 次 試験 第 2次試験 発 表 発 表

7月25日

6月23日 7月26日

5月15日 (県立金沢二水高校) 7月29日

大学卒 程度 5月15日 (中央大学理工学部) 7月30日 7月17日 8月19日

5月31日 (関西大学千里山 8月 1日

キャンパス) 8月 2日

(県庁舎)
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8月 5日 9月29日

職 務経験者 (県立金沢泉丘高校)
11月14日

7月 9日
(県庁舎)

10月31日 12月10日

9月 3日 (都道府県会館)

高校 ・短大卒程度
8月 5日 9月29日 10月31日

短大卒程度
7月 9日 (県立金沢泉丘高校) 11月 1日 10月18日 11月22日

臨 床 検 査 技 師
9月 3日 (県立七尾高校) (県庁舎)

保 育 士

8月 5日 10月27日
11月27日

障害者 対象 8月 5日 (白山市民交流センター)
(県庁舎)

11月18日 12月10日

9月27日 (県立七尾東雲高校)

7月14日
8月26日

5月22日 (県立金沢伏見高校)
8月27日

警 察 官 A 5月15日 (明治大学中野キャンパス) 8月 5日 9月13日
8月28日

6月14日 7月20日
(県庁舎)

(県警察学校)

9月22日

8月 5日 (県立金沢西高校) 10月30日

警 察 r局」一一. B 7月 9日 (七尾商工会議所) 10月31日 10月18日 11月22日

9月 3日 9月28日 (県庁舎)

(県警察学校)

イ 職員採用候補者試験の実施結果

採用 第 1 次試験 第 2次試験

最ム格者数終ロ

最

予定 申 申 :.::<手豆~ JEι L よ口〉 Jzι z ~ 終

人員
込 込 験

験
格 次 験

験 {膏
試 験名 試験区分 者

倍キ一』ユ
者 者 f半一古← 

者
(公告時) 数 数 率 数 数 キ一←ユ 守一』ユ

式 a b b/a c c/b d c/d e 巴/d f c/f 

単位 人程度 人 倍 人 % 人 イ音 人 % 人 倍

行 政 43 269 6. 3 194 72. 1 71 2. 7 63 88. 7 53 3. 7 

dし、 理 l 11 11. 0 9 81. 8 3 3. 0 31 100.。 l 9. 0 

精 神 保健福 祉 士 2 8 4.0 6 75.0 4 1.5 41 100.。 2 3. 0 

福 祉 3 12 4.0 8 66. 7 6 1.3 61 100.0 3 2. 7 

農学 (農業 ・畜産) 6 24 4.0 19 79. 2 12 1.6 11 91. 7 7 2. 7 

林 λ寸""ー 4 7 1.8 4 57. 1 2 2. 0 21 100.0 2 2. 0 

7.k 産 3 10 3. 3 8 80. 0 6 1.3 61 100.0 3 2. 7 

総 l口』 土 木 16 34 2. 1 25 73.5 17 1.5 16 94. 1 14 1.8 

建 築 1 6 6. 0 4 66. 7 3 1.3 31 100.。 1 4. 0 
大学卒程度

造 園 1 3 3. 0 2 66. 7 2 1.0 l 50.0 1 2. 0 

機 械 l 8 8. 0 4 50. 0 3 1.3 31 100.。 2 2. 0 

電 戸3ぺ~ l 2 2. 0 21 100.。 2 1.0 21 100.。 l 2. 0 

総 」口〉、 化 A寸￥ー. 3 13 4.3 12 92. 3 6 2. 0 5 83. 3 3 4. 0 

薬 戸ザ￥ー. 2 7 3. 5 6 85. 7 4 1.5 41 100.。 3 2. 0 

保 健 師 3 3 1.0 2 66. 7 2 1.0 21 100.。 2 1.0 

管理 栄 養士 2 13 6. 5 12 92. 3 4 3. 0 41100.0 2 6. 0 

少 年 警 察 補 導員 l 4 4.0 3 75.0 l 3. 0 1 1 100.0 l 3. 0 

言十 93 434 4. 7 320 73. 7 148 2. 2 136 91. 9 101 3. 2 



令和 2年 9月 30日(水曜日) 石川 県公 報

1T 政 7 106 15. 1 93 87. 7 

福 ネ止 l 6 6. 0 6 1 100. 0 

保 ヨ円ー 士 l 1.0 1 1 100. 0 

職務経験者 農 学(農業) 1 2 2. 0 2 1 100. 0 

総 i口』 土 木 2 8 4.0 7 87.5 

電 えメ~ 1 3 3. 0 2 66. 7 

言十 13 126 9. 7 111 88. 1 

イ'丁ー 政 5 61 12. 2 54 88. 5 

高校 ・短大 小中学校事務職員A 6 33 5. 5 30 90. 9 

卒程度 小中学校事務職員B 2 26 13. 0 23 88. 5 

言十 13 120 9. 2 107 89. 2 

短大卒程度 総 」口〉、 士 木 2 4 2. 0 3 75.0 

臨 床 検 査 技 師 l 8 8. 0 6 75.0 

保 育 上 l 2 2. 0 21 100.。
行 政 5 48 9. 6 39 81. 3 

障害者対象 小中学 校事務職 員 3 4 1.3 41 100. 0 

言十 8 52 6. 5 43 82. 7 

警 察 r屈:， A 40 206 5. 2 127 61. 7 

警察官A(武道指導) 1 3 3. 0 3 1 100. 0 
警察 官 A

女性 警察官 A 5 54 10.8 33 61. 1 

言十 46 263 5. 7 163 62. 0 

警察官 B ※ 18 108 6. 0 91 84. 3 

警察官B(武道指導) 1 1.0 1 1 100.。
警察 官 B

女性警察 官 B 3 36 12. 0 28 77.8 

言十 22 145 6. 6 120 82.8 

メ口与 言十 199 1，154 5.8 875 75.8 

(注) ※については第 1志望が石川県の者についての数値です。

(2) 職員の選考採用の状況

令和元年度における職員の選考採用の状況は次のようになります。

号

14 6. 6 14 100.。
3 2. 0 31 100.0 

l 1.0 11 100.0 

2 1.0 21 100.0 

5 1.4 51 100.0 

2 1.0 21 100.。
27 4. 1 27 100.0 

16 3.4 14 87.5 

12 2. 5 12 100.。
4 5.8 41 100.。
32 3. 3 30 93.8 

3 1.0 31 100.。
3 2. 0 31 100.。
2 1.0 21 100.。
13 3. 0 11 84.6 

4 1.0 41100.0 

17 2. 5 15 88.2 

96 1.3 79 82. 3 

2 1.5 21 100.0 

21 1.6 19 90. 5 

119 1.4 100 84.0 

51 1.8 50 98.0 

l 1.0 11 100.。
11 2. 5 11 100.。
63 1.9 62 98.4 

414 2. 1 378 91. 3 

ア 職員の任用に関する規則(昭和27年人事委員会規則第4号)第 5条第 1号から第 7号まで関係

職
選 考 人 員

知事部局等 教育委員会 警察 本部

音日 長 級 l 
人 人 人

次 長 級 3 

高且 課 長 級 l 3 

織
担当課長級 l 

t 
課 参 事 級

の

地
課長補佐級 l 6 1 

位 係 長 級 4 4 

主 事 2 

技 師 2 

警 視 3 

官警察 警 部 5 

警 膏日 補 4 の

級階 巡 査 部 長 3 

巡 査 2 

計 15 17 18 

外 27

61 15.5 

l 6. 0 

2 3. 5 

1 2. 0 

10 11. 1 

8 6. 8 

6 5. 0 

2111.5 

16 6. 7 

3 1.0 

l 6. 0 

l 2. 0 

5 7. 8 

2 2. 0 

7 6. 1 

40 3. 2 

1 3. 0 

7 4. 7 

48 3. 4 

18 5. 1 

1 1.0 

7 4. 0 

26 4. 6 

213 4. 1 

言十

l 
人

4 

4 

2 

1 

8 

8 

3 

2 

3 

5 

4 

3 

2 

50 
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イ 職員の任用に関する規則第 5条第8号から第11号まで関係

耳裁
選 考 人 員

知事部局等 教育委員会 警察 本 部 言十

医 師 41 
人 人 人

41 
人

薬 剤 師 2 2 

獣 医 師 2 2 

看 護 師 41 41 

診療放 射 線 技師 2 2 

作 業 療 I去 士 4 4 

臨床工学技 士 l 1 

ソー シャル ワー カ ー l 1 

職業訓練 指 導員 l 1 

通 士 l 1 

研 究員(機 械) l 1 

研 究員(電 気) l l 

研 究 員(産業意匠) l l 

戸十￥. 3三三Zご 員 3 3 

埋蔵文化財専門調査員 l 

計 102 。 103 

(注) 医師については、委任を受けた任命権者が実施しています。

2 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

石川県人事委員会では、令和元年10月17日、石川県議会議長及び石川県知事に対し、 次のとおり給与、勤務時間

その他の勤務条件に関する報告及び勧告を行いま した。

(報告及び勧告全文については、石川県人事委員会ホームページに掲載しであります。)

(1) 平成31年 4月の公民の給与較差に基づく給与改定分

ア (月 例 給) 民間給与が職員給与を上回っている ことから、若年層の給料月額を引上げ (改定率

0.13%) 

イ (期末 ・勤勉手当〉 年間支給割合を引上げ (0.05月:4.45月分→4.50月分)

ウ (実 施 時 期) 平成31年4月 1日から実施(期末 ・勤勉手当は同年12月 1日)

(2) 今後の検討課題 (報告)

ア 人材の確保及び人材育成

イ 仕事と生活の両立支援 (ワーク ・ライフ ・バランスの推進)

ウ メンタルヘルス対策の推進等

エ長時間 労働の是正

オ 高齢期の雇用問題

カ 臨時 ・非常勤職員の任用等

3 勤務条件に関する措置の要求の状況

令和元年度における係属件数はありません。

4 不利益処分に関する審査請求の状況

令和元年度における係属件数はありません。

( 1箇月 2，350円送料と も) 発行人 干920-8580 石川県金沢市鞍月 1丁目 1番地 石 川 県

印刷所 干92卜8002 石川県金沢市玉鉾4丁目 166番地 側 共栄 TEL(076) 292-2236 


